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第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この要領は、建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成 27 年法律第 53 号。以下

「法」という。）及び建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律施行規則（平成 28 年国土交通省

令第５号。以下「省令」という。）の施行に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

第２章 建築物エネルギー消費性能確保計画に関する図書等 

（建築物エネルギー消費性能適合性判定申請に添えるべき図書） 

第２条 省令第１条第１項（省令第７条の規定により準用する場合を含む。）に規定する市長が必要

と認める図書は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める図書の写しとする。 

（１）法第３４条第３項に規定する他の建築物について法第１２条第１項に規定する建築物エネルギ

ー消費性能適合性判定の申請をする場合 法第３５条第１項の規定による認定（法第３６条第１

項の規定による計画の変更の認定を含む。）の通知書及び建築物エネルギー消費性能基準に適合

することを確認することに必要な図書 

（２）建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令（平成２８年経済産業省・国土交通省令第１号。

以下「基準省令」という。）附則第３条又は第４条の規定の適用を受ける場合 当該建築物の部

分が平成２８年４月１日に現に存することを証する図書 

２ 前項第１号の図書の写しを添付されることにより、建築物エネルギー消費性能基準に適合するこ

とが明らかな場合は、省令第１条第３項の規定により同条第１項の表の（い）項に掲げる各種計算

書の添付を要しない。 

第３条 省令第 11 条に規定する軽微な変更に該当していることを証する書面の交付を市長に求めようと

する建築主（以下「申請者」という。）は、性能確保計画軽微変更該当証明書交付申請書（様式第１号。

以下「申請書」という。）の正本及び副本に省令第２条第１項に規定する図書を添えて、市長に提出する

ものとする。 

２ 市長は、前項の規定による申請に係る変更（以下「変更」という。）が軽微な変更に該当していると認

めるときは、性能確保計画軽微変更該当証明書（様式第２号）に申請書の副本及びその添付図書を添え

て、申請者に交付するものとする。 

３ 市長は、変更が軽微な変更に該当しないと認めるときは、軽微な変更に該当しない旨の通知書（様式

第３号）に申請書の副本及びその添付図書を添えて、申請者に通知するものとする。 

４ 市長は、変更が軽微な変更に該当するかどうか決定できないときは、その旨を書面（様式第４号）に

より申請者に通知するものとする。 

（建築物エネルギー消費性能確保計画の軽微変更該当証明申請の取下げ） 

第４条 申請者は、その申請を取り下げようとするときは、取下届（様式第５号）を市長に提出するもの

とする。 

（特定建築行為の完了検査申請に係る添付図書） 



第５条 建築主は、建築基準法（昭和25年法律第201号）第７条第１項の規定に基づく完了検査の申請又

は同法第18条第16項の規定に基づく工事完了の通知をする際に、当該申請に係る計画が法第11条第１

項の規定に基づく特定建築行為に該当する場合は、建築基準法施行規則（昭和25年建設省令第40号）

第４条の規定に基づく検査の申請書に、次に掲げる図書を添付するものとする。 

(1)省エネ基準工事監理報告書（様式第６号）（工事監理者の氏名が記載されたものに限る。） 

(2)法第１２条第１項の規定に基づく建築物エネルギー消費性能確保計画に省令第３条の規定によ

る軽微な変更が生じた場合は、軽微な変更説明書（様式第７号） 

２ 前項第２号の軽微な変更説明書には、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める図書

を添付するものとする。 

(1)建築物のエネルギー消費性能を向上させる変更の場合 変更内容説明書Ａ（様式第７号の２）及び

変更内容を説明するための図書 

(2)一定以上のエネルギー消費性能を有する建築物について一定範囲内でエネルギー消費性能を低下さ

せる変更の場合 変更内容説明書Ｂ（様式第７号の３）及び変更内容を説明するための図書 

(3)前２号に掲げる変更以外の変更の場合 性能確保計画軽微変更該当証明書及びその申請に要した図

書の写し 

 

第３章 建築物の建築に関する届出等 

（届出等に添えるべき図書等） 

第６条 省令第１２条第１項（省令第１４条第１項並びに省令附則第２条第１項及び第４項の規定に

より準用する場合を含む。）及び省令第１３条の２第３項（省令附則第２条第３項の規定により準

用する場合を含む。）に規定する市長が必要と認める図書は、次に掲げる図書の写しとする。 

（１）建築物の全部又は一部について、次に掲げる評価書等の交付を受けている場合にあっては、当

該評価書等の写し 

ア 住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成１１年法律第８１号。以下「品確法」とい

う。）第３１条第１項に規定する住宅型式性能認定書、品確法第３３条第１項に規定する型

式住宅部分等製造者認証書又は品確法第５８条第１項の規定による特別評価方法認定書（住

宅部分に係るものであって、日本住宅性能表示基準（平成１３年国土交通省告示第１３４６

号）に規定する断熱等性能等級が等級４であり、かつ、一次エネルギー消費量等級が等級４

又は５であるものに限る。） 

イ 法第１５条第１項に規定する登録建築物エネルギー消費性能判定機関又は品確法第５条第

１項に規定する登録住宅性能評価機関が行う建築物のエネルギー消費性能に関する評価で、外

皮基準（基準省令第１条第１項第２号イに規定する基準をいう。）又は一次エネルギー消費量

基準（同項第１号又は同項第２号ロに規定する基準をいう。）に適合する建築物である旨の評

価書 

（２）法附則第３条第２項の規定による届出又は同条第７項の規定による通知をする場合にあっては、

当該建築物の部分が平成２９年４月１日に現に存することを証する図書 

（３）基準省令附則第３条又は第４条の規定の適用を受ける場合にあっては、当該建築物の部分が平

成２８年４月１日に現に存することを証する図書 

（４）前３号に掲げるもののほか、建築物エネルギー消費性能基準に適合することの確認に必要な図

書 

 

２ 第１項の規定にかかわらず、次に掲げる図書は、添付を要しないこととする。  

（１）前項第１号に掲げる図書が添付されることにより建築物エネルギー消費性能基準に適合するこ

とが明らかな場合は、省令第１２条第４項（省令第１３条の２第６項の規定により準用する場合

を含む。）の規定により、当該図書に記載された当該評価の結果に係る各種計算書 



（２）前号に掲げるもののほか、市長が不要と認める図書 

（届出等に係る計画の取りやめ） 

第７条 建築主は、法第 19 条第１項若しくは法附則第３条第２項の規定により届け出、又は法第 20条第

２項若しくは法附則第３条第７項の規定により通知した計画に係る行為を取りやめようとするときは、

取止届（様式第８号）を市長に提出するものとする。 

 （指示、命令及び協議） 

第８条 市長は、特定建築物に係る次の各号に掲げる指示、命令又は協議をするときは、それぞれ当該各

号に定める書類を提示してこれを行うものとする。 

 (1) 法第 16 条第１項若しくは第 19 条第２項又は法附則第３条第３項の規定による指示 省エネ措置

の届出に係る指示書（様式第９号） 

 (2) 法第 16 条第２項若しくは第 19 条第３項又は法附則第３条第４項の規定による命令 省エネ措置

の届出に係る命令書（様式第 10 号） 

 (3) 法第 16 条第３項若しくは第 20 条第３項又は法附則第３条第８項の規定による協議 省エネ措置

の届出に係る協議書（様式第 11 号） 

（指示に係る措置の報告） 

第９条 法第１６条第１項若しくは第１９条第２項又は法附則第３条第３項の規定による指示を受けた

者は、建築物エネルギー消費性能基準に適合するための措置を検討し、実施しようとする措置の内容等

に係る省エネ措置の届出に係る報告書（様式第 12 号）を市長に提出しなければならない。 

 

第４章 雑則 

第１０条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

   附 則 

 この要領は、平成 29年 6 月 19 日から施行する。 

附 則（令和 2年 3月31日建設部長専決） 

この要領は、建設部長専決の日から施行する。 

附 則（令和 3年 1月25日建設部長専決） 

（施行期日） 

１ この要領は、建設部長専決の日から施行する。ただし、第２条の改正規定は、令和3年4月1日から

施行する。 

 （経過措置） 

２ この要領の施行の際現に行われている改正前の様式による申請、届出その他の行為は、改正後の

様式により行われた申請、届出その他の行為とみなす。 

 

         


